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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　さいたま市は人や企業から選ばれる「東日本
の交流拠点都市」となることを目指して、企業
の誘致に力を注いでいます。そこで企業活動の
受け皿となる土地を確保するため、新たな「産
業集積拠点」を整備することを積極的に検討し
てきました。2018年には、以前から設定され
ていた田島地域（桜区）に加えて、この間進め
られてきた首都高速道路の北伸予定地域である
西区の清河寺北地区、宮前地区を含めた市内5
地区が「新たな産業集積拠点の候補地区」とさ
れました。（図）
　今回、「首都高速道路北伸・宮前地区」の事
業化に向け、6月 8日に土地区画整理事業の
都市計画決定等の計画素案についての住民説明
会が行われました。その内容は6月議会のま
ちづくり委員会にも報告されています。
　西区宮前地区はJR川越線西大宮駅の東に位
置する約6.8ヘクタールの区域です。国道17
号新大宮上尾道路（自動車専用道路）が事業化
され、近くに宮前 I.Cが整備される予定であり、
西大宮駅から約500mと徒歩圏内です。この
交通利便性が高い地区特性を活かした新たな産
業集積拠点として「研究開発や製造業、流通業
等、産業機能が集積可能な市街地を形成するた

め、新たに土地区画整理事業の都市計画を決
定」、地区計画を定めて産業立地に合わせた建
物の用途の制限や最低敷地面積の設定をして、
産業集積拠点にふさわしい土地利用を誘導でき
るようにする、というのが市の計画です（表）。
市議団には、計画を知った住民から産業集積拠
点に大規模な工場や研究施設が誘致され建設さ
れることへの不安や、交通量が増加したり緑地
が減らされることに対する心配などが寄せられ
ています。
　この案に対し、都市計画決定の手続きとして
市民から意見書が募集され、それに基づく公聴

　7月 19日、党市議団は竹居秀子教育長
に対して「子どもたちを熱中症から守るた
めの対策を求める要望書」を提出しました。
　要望書では、「今年の夏も猛烈な暑さが
続いており、埼玉県内における熱中症によ
る救急搬送状況は、4月から 7月までで
合計1687人となっており、8月以降も増
えることが想定される」として、小中学校
および市立高等学校において、引き続きの
熱中症対策を求めました。具体的には、①
中学校および市立高校における部活動など
の実施基準については、暑さ指数（WBGT）
を厳守すること②今秋におこなわれる運動
会・体育祭については、児童生徒の応援席
に日よけのためのテントを設置すること。
来年度以降の運動会・体育祭については、

子どもの健康が守られる時期に開催するよ
う実施日程を検討すること③小中学校体育
館および小学校特別教室へのエアコン設置
を急ぐことを求めました。
　竹居教育長は「さいたま市の子どもたち
を熱中症から守るために知恵を絞っていた
だいたことを感謝する」と応じ、工夫しつ
つ子どもたちを熱中症から守っていくこと
を確認しました。

会が7月20日に開催されました。地元の自治
会会長や近隣住民6人の方が意見を公述しま
した。公述人からは「計画にすべて反対ではな
いが、環境が破壊されることが心配。黙ってい
るわけにはいかない」「できる施設がなにかも

わからないなか、住宅や交通、通学する子ども
たちの安全への影響はないのか不安」「整備さ
れる産業集積拠点と住宅地が近距離なので、建
設される事業によっては発生するかもしれない
騒音や粉塵などの影響が心配。そもそも住環境
とこの拠点の緩衝帯として、今ある緑を残して
ほしい」といった意見が表明されました。
　公聴会を傍聴した金子あきよ市議は「住民の
不安は当然。今後、都市計画審議会でこの都市
計画案が審議されるが、それとともに推進され
ている工場誘致などの計画についても内容を明
らかにすることを求め、住民の意見を反映させ
ていくことが必要だ」と話しました。

教育委員会に申し入れ教育委員会に申し入れ子どもたちを
熱中症から守ろう

西区宮前地区に産業集積拠点整備

住民から不安の声があがる

都市計画の種類 変更前 変更後
土地区画整理事業 指定なし 宮前土地区画整理事業
区域区分 市街化調整区域 市街化区域

用途地域 指定なし
工業地域
（容積率200％／

建ぺい率60％）
防火地域及び
準防火地域 指定なし 準防火地域

地区計画 指定なし 宮前地区地区計画を
指定

（表）都市計画素案の全体像
（図）「産業集積拠点」整備候補地
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鈴谷小学校放課後子ども居場所事業で
登室時にＱＲコードで入室する子ども

（6月 26日党市議団視察より）

市議団ニュースは政務活動費で作られています

　7月 7日、さいたま市学童保育連絡協議会
による2024年度議員・行政との懇談会「ど
の子も安心して過ごせるさいたま市の放課後を
考える」がオンラインで開かれ、とばめぐみ市
議が参加しました。
　今年度よりモデル事業として4校で開始さ
れた「さいたま市放課後子ども居場所事業」に
対し、保護者や指導員からさまざまな懸念の声
があがりました。「児童数がパンク状態で分離・
増設が急務だが、増設後に居場所事業がはじま
ったら事情が変わる。増設しなければ新入生は
受け入れきれないので、保育所のように点数制
を導入して子どもをふるいにかけるしかない」
という声や、「この制度は5時までの放課後、
5時からの放課後をつくり、遊びや活動を中断
することになるのではないか」という切実な声

が寄せられました。また、「学童保育と居場所
事業はまったく別の事業だが保護者には分かり
にくく、うまく説明できない」「居場所事業の
広がりで、今の学童保育に勤め続けられるのか
将来が不安」など働く側の声もありました。
　なによりも求められているのは、国が用意し
た補助金のすべてを市が活用し学童保育の人手
不足と経営難を支えることですが、それをしな
いで安上がりな居場所事業を拡大していこうと
する市の姿勢は問題です。とば市議は「この事
業は子どもの放課後をゆたかにするとはいえな
い。子どもの最善の利益を最優先するのは市の
責任」と話しました。

不安の声つぎつぎ

　7月25日、金子あきよ、久保みきの両市議は、
ごみの戸別収集をおこなっている神奈川県藤沢
市を視察しました。
　燃えるごみの集積所では、ネットをかぶせて
もカラス等による被害が深刻で、それを清掃す
る住民の負担の大きいのが実情です。分別がさ
れず出されたごみは収集されず、シールが貼ら

れ、いつまでもその場に残っていることもあり
ます。そのため、ごみ警察ならぬ住民が監視し
ているような状況も発生しています。高齢化で
集積所まで出しに行くのが大変など、さまざま
な課題があります。このような課題解決のため、
藤沢市では戸別収集を2007年から実施して
います。実施した当初、ご高齢の方から泣いて
喜ばれたそうです。いかにごみ出しが大変だっ
たか分かります。戸別収集は、各家の前にコン
テナやバケツに入れて出されるので、カラス被
害はゼロです。
　藤沢市では、可燃ごみのほか、ビン、カン、
ペットボトル、本、廃食油を戸別収集していま
す。車両を改造して、併せ収集を実施し、一度
に2品目以上収集することで時間と経費を削
減しています。また、分別の徹底でごみの減量
に成功しています。2012年から商品プラスチ
ック（バケツ、洗面器、タッパーなど）を資源
化しているのも画期的です。これらの商品プラ
スチックを原料に公園のベンチをつくるなど、
リサイクルの地産地消をおこなっています。ま
た、タンスなどの大型ごみにおいては、宅内か
ら出すことが困難な高齢者、障がい者世帯など
に対し持ち出しのサービス（福祉大型ごみ事業）
を実施しています。
　視察した久保市議は「きめ細やかなごみ行政
を学べて、とても有意義な視察だった。さいた
ま市政にも生かしたい」と話しました。

藤沢市役所で市環境事業センター職員の話を聞く
（左から）久保、金子の両市議

画期的な戸別収集で課題解決へ
ごみ問題で藤沢市を視察

ICT教育 世界ではアナログ回帰が加速

池田池田めぐみめぐみがが現場現場をを歩歩くく

　「教育のデジタル化と学力」というテーマの市
民学習交流会が、6月30日浦和コミュニティセ
ンターで開催されました。講師は、大阪教育文
化センターの田中康寛氏。さいたま市でも児童
生徒1人一台タブレットを謳い「教育のデジタ
ル化」が進められていますが、ICT機器を使う
こと自体が手段ではなく目的になっていないか、
警鐘を鳴らす内容でした。
　世界に目を向ければ、IT先進国スウェーデン、
フィンランド、ニュージーランド、ドイツでは、
ICTに依存する学習により、文章能力や計算力な
どの学力が低下。デジタルからアナログに回帰す
る動きが加速しています。アメリカ、カナダでも、
「SCHOOL NOT SCREENS（学校にスクリー
ンはいらない）」と、子どもたちが反対の声をあ
げています。脳科学の側面からアプローチすると、
脳活動は、キーボードでタイピングしている時よ
り、手書きの方が活発。記憶と集中にはデジタル
より紙の方が効果的との論文が多数紹介されまし
た。また、子どもたちの個人情報は、学習アプリ
を利用することで同意したとみなされ、学習デー
タの他、検索履歴などの利活用が企業に利益をも
たらしている点も指摘されました。
　デジタル教育が先生との対面でのやり取りに
とって代わるのではなく、あくまでも道具とし
て使用することが重要です。子どもと先生との
血の通った対話や教育環境を求めていきます。

子ども居場所事業


